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投資奨励委員会 布告 

No. S.1 / 2550 

件名： Free Trade Zone 及び Free Zone における事業 

 

環境へ影響が及ぶのを防止するため、及び、製造・輸出事業への便宜を図るため工業

用地発展事業を奨励することを妥当とみなし、 

 仏暦 2520 年投資奨励法第 16 条、第 2 段による権限に基づき、 

1. 委員会は委員会布告 No.2/2543 仏暦 2543 年 8 月 1 日付、件名 奨励を付与する事業

の種類、規模、条件の末尾の奨励を与える業種表の業種 7.5.3 を廃止し、以下と定め

る布告を制定する。 

 

 

業種 条件 

7.5.3  Free Trade Zone 及び Free 

Zone における事業 

1. 200 ライ以上の土地を有すること。 

（200 ライ＝320000 ㎡） 

2. バンコク地区内は奨励しない 

3. サムットプラカン県工業団地内に立地する場合工業省が認

可した場合のみ奨励する。 

4. 奨励申請を行う前に関係省庁から認可を受けること。 

5. 権利恩典に関しては奨励を受けた工業団地や工業地区と同

様に付与するものとする。 

 

  

2. 委員会布告 No.2/2543 仏暦２５４３年 8 月 23 日付 件名 Free Trade Zone 及び Free 

Zone における事業の権利恩典を廃止する。 

 

3. 奨励を受けたものが Free Trade Zone 及び Free Zone 地区内で事業を興す際、工業団

地または工業地区と同様の権利恩典を付与する。 

 

仏暦 2549 年 11 月 20 日より有効である。 

 

布告日 仏暦 2550 年 1 月 18 日 

 

コーシット・パンピヤムラット 

副首相 

委員会議長代行 

 


